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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ディスプレイ装置の最外郭、または視認側に偏光層を含むディスプレイ装置の前記偏光
層の外側に配置される光学フィルムであり、
　５５０ｎｍ波長の光に対する面上位相差が８０ｎｍ～２００ｎｍであり、表面硬度が１
Ｈ以上である液晶層を含み、
　前記液晶層は、単官能性重合性液晶化合物および多官能性重合性液晶化合物を含む重合
性液晶物質、および、前記重合性液晶物質の１００重量部に対して５重量部以下の反応性
非液晶性化合物を含む液晶組成物の硬化層であり、
　前記重合性液晶物質内の前記多官能性重合性液晶化合物の比率が４５重量％から９０重
量％であり、
　前記単官能性重合性液晶化合物および前記多官能性重合性液晶化合物は、アクリロイル
基、メタクリロイル基、アクリロイルオキシ基またはメタクリロイルオキシ基を含む光学
フィルム。
【請求項２】
　前記液晶層の５５０ｎｍ波長の光に対する厚さ方向の位相差が－２０ｎｍ～２０ｎｍで
ある、請求項１に記載の光学フィルム。
【請求項３】
　面抵抗が１０１２Ω以下である、請求項１または２に記載の光学フィルム。
【請求項４】
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　前記多官能性重合性液晶化合物は、重合性官能基が２個である液晶化合物及び重合性官
能基が３個以上である液晶化合物を含む、請求項１に記載の光学フィルム。
【請求項５】
　前記重合性官能基が３個以上である液晶化合物の液晶物質内での重量の比率が８重量％
以上である、請求項４に記載の光学フィルム。
【請求項６】
　前記非液晶性化合物は、前記重合性液晶化合物と反応することができる官能基を２個以
上含む、請求項１に記載の光学フィルム。
【請求項７】
　前記非液晶性化合物は、重合性液晶化合物と反応することができる官能基を４個以上含
む、請求項１に記載の光学フィルム。
【請求項８】
　前記非液晶性化合物は、重合性液晶化合物と反応することができる官能基を４個以上含
み、重量平均分子量が２００～１，０００の化合物である、請求項７に記載の光学フィル
ム。
【請求項９】
　基材層及び前記基材層の表面に形成されている配向膜をさらに含み、前記液晶層が前記
配向膜上に配置されている、請求項１から８のいずれか１項に記載の光学フィルム。
【請求項１０】
　前記配向膜または前記液晶層に帯電防止剤が含まれている、請求項９に記載の光学フィ
ルム。
【請求項１１】
　帯電防止層をさらに含む、請求項１から１０のいずれか１項に記載の光学フィルム。
【請求項１２】
　前記配向膜または前記液晶層に帯電防止剤が含まれていて、前記基材層と前記配向膜と
の間には帯電防止層がさらに形成されている、請求項９に記載の光学フィルム。
【請求項１３】
　前記液晶層の上部または下部に配置された偏光層をさらに含む、請求項１から１２のい
ずれか１項に記載の光学フィルム。
【請求項１４】
　前記偏光層の吸収軸と前記液晶層の光軸の成す角度が４０度～５０度の範囲内にある、
請求項１３に記載の光学フィルム。
【請求項１５】
　最外郭に配置された請求項１から１４のいずれか１項に記載の光学フィルムを含むディ
スプレイ装置。
【請求項１６】
　視認側に配置された偏光層を含むディスプレイ装置であり、
　請求項１から１４のいずれか１項に記載の光学フィルムが前記偏光層の外郭に配置され
ているディスプレイ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本出願は、光学フィルム及びその用途に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＬＣＤ（Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｄｉｓｐｌａｙ）またはＯＬＥＤ（Ｏｒｇａ
ｎｉｃ　Ｌｉｇｈｔ　Ｅｍｉｔｔｉｎｇ　Ｄｉｓｐｌａｙ）などのディスプレイ装置には
、光特性の調節または反射防止などの目的で偏光層が含まれることができる。例えば、こ
のようなディスプレイ装置を偏光サングラスなどを着用して観察する場合、前記装置内の
偏光層と前記偏光サングラスの偏光軸の関係によっては、観測者が観察する画面の輝度が
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低下するか、場合によっては画面が観察されない場合がある。特許文献１は、上記のよう
な問題を解決するためのディスプレイ装置の構造を提案している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
　（特許文献１）韓国公開特許第２００９－００３５９４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本出願は、光学フィルム及びその用途を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　例示的な光学フィルムは、ディスプレイ装置の最外郭または視認側に偏光層を含むディ
スプレイ装置の前記偏光層の外側に配置されるものであることができる。本明細書で用語
「外郭」または「外側」は、特に別途規定しない限り、ディスプレイ装置で画面が表示さ
れる部位、例えば、ディスプレイ装置を観察する観測者側の方向を意味することができる
。また、上記で視認側の偏光層は、ディスプレイ装置が２個以上の偏光層を含む場合に、
最外側、すなわち観測者と最も近く配置される偏光層を意味することができる。また、上
記で偏光層の外側は、偏光層の観測者側方向を意味することができる。
【０００６】
　光学フィルムは、液晶層を含むことができる。液晶層は、例えば、可視光領域に属する
波長範囲のうち少なくとも１つの波長に対して１／４の位相遅延特性、すなわち入射する
線偏光を楕円偏光または円偏光に変換させるか、反対に入射する楕円偏光または円偏光を
線偏光に変換させることができる面上位相差を有することができる。例えば、前記液晶層
は、約５５０ｎｍ波長の光に対して測定した面上位相差が８０ｎｍ～２００ｎｍまたは９
０ｎｍ～１５０ｎｍ程度であることができる。このような範囲の位相差を有する液晶層は
、ディスプレイ装置に配置され、例えば、偏光サングラスを着用して観察する過程で発生
し得る輝度の低下などの問題を防止することができる。
【０００７】
　本明細書で用語「面上位相差」は、下記数式１によって測定される数値である。
【０００８】
　［数式１］
　Ｒｉｎ＝ｄ×（ｎｘ－ｎｙ）
【０００９】
　数式１で、Ｒｉｎは、面上位相差であり、ｄは、液晶層の厚さであり、ｎｘは、遅相軸
方向の屈折率であり、ｎｙは、進相軸方向の屈折率である。
【００１０】
　液晶層は、厚さ方向に位相差を有するものであるか、あるいは有しないものであること
ができる。例えば、液晶層は、５５０ｎｍ波長の光に対する厚さ方向の位相差が－２０ｎ
ｍ～２０ｎｍまたは－１０ｎｍ～１０ｎｍ程度であることができる。
【００１１】
　本明細書で、用語「厚さ方向位相差」は、下記数式２によって測定される数値である。
【００１２】
　［数式２］
　Ｒｔｈ＝ｄ×（ｎｚ－ｎｙ）
【００１３】
　数式２で、Ｒｔｈは、厚さ方向の位相差であり、ｄは、液晶層の厚さであり、ｎｚは、
厚さ方向の屈折率であり、ｎｙは、進相軸方向の屈折率である。
【００１４】
　液晶層は、表面硬度が１Ｈ以上、２Ｈ以上、３Ｈ以上または４Ｈ以上であることができ
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る。このような液晶層の表面硬度は、例えば、後述するように、液晶層を形成する液晶組
成物の組成の調節を通じて達成することができる。上記範囲の表面硬度を有する液晶層は
、最外郭などに配置される本願の用途に適している。上記で表面硬度は、ＡＳＴＭ　Ｄ３
３６３によって５００ｇの鉛筆荷重と２５０ｍｍ／ｍｉｎの鉛筆移動速度で測定した鉛筆
硬度である。前記表面硬度の上限は、特に制限されるものではないが、例えば、８Ｈ以下
、７Ｈ以下または６Ｈ以下であることができる。
【００１５】
　液晶層は、重合性液晶化合物を含む重合性液晶物質を含む液晶組成物の硬化層であるこ
とができる。本明細書で、液晶物質は、後述する重合性液晶化合物で形成される成分であ
り、例えば、後述する重合性液晶化合物のうちいずれか一種の化合物または二種以上の混
合物であることができる。
【００１６】
　液晶層が前述した硬度を有するために、前記液晶組成物の組成は、多様な方式で調節さ
れることができる。例えば、後述するように、前記液晶物質が多官能性重合性液晶化合物
を所定の比率以上で含むようにするか、あるいは前記重合性液晶化合物と反応することが
できる官能基を有する化合物をさらに添加するか、あるいは液晶物質内の多官能性重合性
液晶化合物の比率を調節すると同時に、前記重合性液晶化合物と反応することができる官
能基を有する化合物をさらに添加する方式などを適用することができる。
【００１７】
　本明細書で用語「重合性液晶化合物」は、液晶性を示すことができる部位、例えば、メ
ソゲン（ｍｅｓｏｇｅｎ）骨格などを含み、重合性官能基を１つ以上含む化合物を意味す
ることができる。
【００１８】
　適切な硬度の確保のために、前記液晶物質は、多官能性重合性液晶化合物だけで形成さ
れるか、あるいは多官能性重合性液晶化合物と単官能性重合性液晶化合物を適正の比率で
含むことができる。
【００１９】
　本明細書で用語「多官能性重合性液晶化合物」は、前記液晶化合物のうち重合性官能基
を２個以上含む化合物を意味することができる。１つの例示で、多官能性重合性液晶化合
物は、重合性官能基を２個～１０個、３個～８個、３個～６個、３個～５個、３個～４個
、２個または３個含むことができる。また、本明細書で用語「単官能性重合性液晶化合物
」は、前記液晶化合物のうち１つの重合性官能基を含む化合物を意味することができる。
【００２０】
　多官能性または単官能性重合性液晶化合物は、例えば、下記化学式１で表示される化合
物であることができる。多官能性の場合、下記化学式１で重合性官能基は、２個以上であ
り、単官能性の場合、下記化学式１で重合性官能基は、１個であることができる。
【００２１】
　［化学式１］
【化１】

【００２２】
　化学式１で、Ａは、単一結合、－ＣＯＯ－または－ＯＣＯ－であり、Ｒ１～Ｒ１０は、
それぞれ独立に、水素、ハロゲン、アルキル基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル基
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、シアノ基、ニトロ基、－Ｏ－Ｑ－Ｐ、－ＯＣ（＝Ｏ）－Ｏ－Ｑ－Ｐまたは下記化学式２
の置換基であるか、Ｒ１～Ｒ５のうち隣接する２個の置換基の対またはＲ６～Ｒ１０のう
ち隣接する２個の置換基の対は、互いに連結されて－Ｏ－Ｑ－Ｐで置換されたベンゼンを
形成することができる。但し、上記でＲ１～Ｒ１０のうち少なくとも１つは、－Ｏ－Ｑ－
Ｐまたは下記化学式２の置換基であるか、Ｒ１～Ｒ５のうち隣接する２個の置換基または
Ｒ６～Ｒ１０のうち隣接する２個の置換基のうち少なくとも１つの対は、互いに連結され
て－Ｏ－Ｑ－Ｐで置換されたベンゼンを形成し、上記でＱは、アルキレン基またはアルキ
リデン基であり、Ｐは、アルケニル基、エポキシ基、シアノ基、カルボキシル基、アクリ
ロイル基、メタクリロイル基、アクリロイルオキシ基またはメタクリロイルオキシ基など
の重合性官能基である。
【００２３】
　［化学式２］
【化２】

【００２４】
　化学式２で、Ｂは、単一結合、－ＣＯＯ－または－ＯＣＯ－であり、Ｒ１１～Ｒ１５は
、それぞれ独立に、水素、ハロゲン、アルキル基、アルコキシ基、アルコキシカルボニル
基、シアノ基、ニトロ基または－Ｏ－Ｑ－Ｐまたは－ＯＣ（＝Ｏ）－Ｏ－Ｑ－Ｐであるか
、Ｒ１１～Ｒ１５のうち隣接する２個の置換基の対は、互いに連結されて－Ｏ－Ｑ－Ｐで
置換されたベンゼンを形成し、且つＲ１１～Ｒ１５のうち少なくとも１つが－Ｏ－Ｑ－Ｐ
であるか、Ｒ１１～Ｒ１５のうち隣接する２個の置換基の対は、互いに連結されて－Ｏ－
Ｑ－Ｐで置換されたベンゼンを形成し、上記でＱは、アルキレン基またはアルキリデン基
であり、Ｐは、アルケニル基、エポキシ基、シアノ基、カルボキシル基、アクリロイル基
、メタクリロイル基、アクリロイルオキシ基またはメタクリロイルオキシ基などの重合性
官能基である。
【００２５】
　化学式１及び化学式２で隣接する２個の置換基が互いに連結されて－Ｏ－Ｑ－Ｐで置換
されたベンゼンを形成するというのは、隣接する２個の置換基が互いに連結されて全体的
に－Ｏ－Ｑ－Ｐで置換されたナフタレン骨格を形成することを意味することができる。
【００２６】
　化学式２で、Ｂの左側の「－」は、Ｂが化学式１のベンゼンに直接連結されていること
を意味することができる。
【００２７】
　化学式１及び化学式２で、用語「単一結合」は、ＡまたはＢで表示される部分に別途の
原子が存在しない場合を意味する。例えば、化学式１でＡが単一結合の場合、Ａの両側の
ベンゼンが直接連結され、ビフェニル（ｂｉｐｈｅｎｙｌ）構造を形成することができる
。
【００２８】
　化学式１及び化学式２で、ハロゲンとしては、例えば、塩素、ブロムまたはヨードなど
が例示されることができる。
【００２９】
　本明細書で用語「アルキル基」は、特に別途規定しない限り、例えば、炭素数１～２０
、炭素数１～１６、炭素数１～１２、炭素数１～８または炭素数１～４の直鎖または分岐
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鎖アルキル基を意味するか、または、例えば、炭素数３～２０、炭素数３～１６または炭
素数４～１２のシクロアルキル基を意味することができる。前記アルキル基は、任意的に
１つ以上の置換基によって置換されることができる。
【００３０】
　本明細書で用語「アルコキシ基」は、特に別途規定しない限り、例えば、炭素数１～２
０、炭素数１～１６、炭素数１～１２、炭素数１～８または炭素数１～４のアルコキシ基
を意味することができる。前記アルコキシ基は、直鎖、分岐鎖または環形であることがで
きる。また、前記アルコキシ基は、任意的に１つ以上の置換基によって置換されることが
できる。
【００３１】
　本明細書で用語「アルキレン基」または「アルキリデン基」は、特に別途規定しない限
り、例えば、炭素数１～１２、炭素数４～１０または炭素数６～９のアルキレン基または
アルキリデン基を意味することができる。前記アルキレン基またはアルキリデン基は、例
えば、直鎖、分岐鎖または環形であることができる。また、前記アルキレン基またはアル
キリデン基は任意的に１つ以上の置換基によって置換されることができる。
【００３２】
　本明細書で用語「アルケニル基」は、特に別途規定しない限り、例えば、炭素数２～２
０、炭素数２～１６、炭素数２～１２、炭素数２～８または炭素数２～４のアルケニル基
を意味することができる。前記アルケニル基は、例えば、直鎖、分岐鎖または環形である
ことができる。また、前記アルケニル基は、任意的に１つ以上の置換基によって置換され
ることができる。
【００３３】
　化学式１及び化学式２で、Ｐは、例えば、アクリロイル基、メタクリロイル基、アクリ
ロイルオキシ基またはメタクリロイルオキシ基であるか、アクリロイルオキシ基またはメ
タクリロイルオキシ基であることができ、他の例示では、アクリロイルオキシ基であるこ
とができる。
【００３４】
　本明細書で特定官能基に置換されていることができる置換基としては、アルキル基、ア
ルコキシ基、アルケニル基、エポキシ基、オキソ基、オキセタニル基、チオール基、シア
ノ基、カルボキシル基、アクリロイル基、メタクリロイル基、アクリロイルオキシ基、メ
タクリロイルオキシ基またはアリール基などが例示されることができるが、これに制限さ
れるものではない。
【００３５】
　単官能性重合性液晶化合物の場合、化学式１で１つ存在することができる－Ｏ－Ｑ－Ｐ
または前記－Ｏ－Ｑ－Ｐを含む化学式２の残基は、例えば、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ７、Ｒ

８またはＲ９のうちいずれか１つの位置に存在することができ、化学式２の残基が存在す
る場合に、Ｒ１２、Ｒ１３またはＲ１４の位置に－Ｏ－Ｑ－Ｐが存在することができる。
また、互いに連結されて－Ｏ－Ｑ－Ｐで置換されたベンゼンを構成する置換基は、例えば
、Ｒ３及びＲ４であるか、またはＲ１２及びＲ１３であることができる。
【００３６】
　多官能性重合性液晶化合物、例えば、二官能または三官能以上の重合性液晶化合物なら
、Ｒ２、Ｒ３、Ｒ４、Ｒ７、Ｒ８またはＲ９のうち２個以上の位置に－Ｏ－Ｑ－Ｐまたは
前記－Ｏ－Ｑ－Ｐを含む化学式２の残基が存在することができ、化学式２の残基が存在す
る場合に、Ｒ１２、Ｒ１３またはＲ１４の位置に－Ｏ－Ｑ－Ｐが存在することができる。
三官能以上の重合性液晶化合物としては、例えば、Ｒ１２、Ｒ１３及びＲ１４のうちいず
れか１つの位置に化学式２の残基が存在しつつ、Ｒ２、Ｒ３またはＲ４のうち１個または
２個とＲ１２、Ｒ１３またはＲ１４のうち１個または２個の位置に－Ｏ－Ｑ－Ｐが存在す
る重合性液晶化合物を使用することができる。
【００３７】
　化学式１の重合性液晶化合物または化学式２の残基で－Ｏ－Ｑ－Ｐまたは化学式２の残
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基以外の置換基または互いに連結されてベンゼンを形成している置換基以外の置換基は、
例えば、水素、ハロゲン、炭素数１～４の直鎖または分岐鎖のアルキル基、炭素数１～４
の直鎖または分岐鎖アルコキシ基を含むアルコキシカルボニル基、炭素数４～１２のシク
ロアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、シアノ基またはニトロ基であることができ
、他の例示では、塩素、炭素数１～４の直鎖または分岐鎖のアルキル基、炭素数４～１２
のシクロアルキル基、炭素数１～４のアルコキシ基、炭素数１～４の直鎖または分岐鎖ア
ルコキシ基を含むアルコキシカルボニル基またはシアノ基であることができる。
【００３８】
　１つの例示では、前述した表面硬度を満足するために、液晶物質は、多官能性重合性液
晶化合物を少なくとも５０重量％以上含むことができる。液晶物質内で前記多官能性重合
性液晶化合物の比率の上限は、特に制限されない。例えば、液晶物質に含まれる重合性液
晶化合物は、すべて多官能性重合性液晶化合物であることができる。また、工程性や配向
性などを考慮して単官能性重合性液晶化合物がさらに含まれることができ、単官能性重合
性液晶化合物が含まれる場合に、液晶物質内で多官能性重合性液晶化合物の比率は、例え
ば、５０重量％～９０重量％、５０重量％～８０重量％、５０重量％～７０重量％または
５０重量％～６０重量％程度であることができる。
【００３９】
　多官能性重合性液晶化合物としては、通常、重合性官能基が２個である二官能重合性液
晶化合物が使用される。しかし、表面硬度の確保効率などを考慮して、多官能性重合性液
晶化合物としては、重合性官能基が３個以上、例えば、３個～１０個、３個～８個、３個
～６個である重合性液晶化合物（以下、三官能以上の重合性液晶化合物と称することがで
きる）が使用されるか、二官能重合性液晶化合物と前記三官能以上の重合性液晶化合物が
混合使用されることができる。三官能以上の重合性液晶化合物が使用される場合に、前記
三官能以上の重合性液晶化合物の比率は、特に制限されるものではないが、例えば、液晶
物質内で重量比率で８重量％以上、８重量％～２０重量％、８重量％～１５重量％または
１０重量％～１５重量％の比率で使用されることができる。このように三官能以上の重合
性液晶化合物が使用される場合には、高い表面硬度、例えば、表面硬度が２Ｈ以上または
３Ｈ以上の層の形成に有利であることができる。
【００４０】
　他の例示では、表面硬度の確保のために、液晶組成物は、反応性非液晶性化合物をさら
に含むことができる。本明細書で用語「反応性非液晶性化合物」は、前記重合性液晶化合
物の重合性官能基と反応することができる官能基を有する化合物を意味することができる
。前記反応性化合物は、例えば、液晶性がない非液晶性化合物であることができる。反応
性化合物は、前記重合性官能基と反応することができる官能基を２個以上、３個以上また
は４個以上有することができ、好適には、４個以上有することができる。反応性化合物内
で前記官能基の上限は、特に制限されるものではないが、官能基が過度に多くなれば、液
晶の配向性に影響を及ぼすおそれがあるので、通常、１０個以下、８個以下または６個以
下の範囲で官能基を有することができる。
【００４１】
　反応性化合物は、例えば、液晶層の形成過程で重合性液晶化合物と反応して液晶層の硬
度を調節する役目をすることができる。
【００４２】
　重合性官能基と反応することができる官能基としては、例えば、自由ラジカル反応によ
って液晶化合物と架橋ないし重合されることができるものであって、エチレン性不飽和二
重結合を含む官能基が例示されることができる。このような官能基の例には、アルケニル
基、エポキシ基、シアノ基、カルボキシル基、アクリロイル基またはメタクリロイル基な
どの一種または二種以上が含まれることができる。前記官能基としては、ビニル基、アリ
ル基、アクリロイル基またはメタクリロイル基を使用するか、またはアクリロイル基また
はメタクリロイル基を使用することができるが、これに制限されるものではない。
【００４３】
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　１つの例示で、反応性化合物は、重合性液晶化合物と反応することができる官能基を２
個以上、３個以上または４個以上有しつつ、分子量または重量平均分子量が２００～５，
０００または２００～１，０００の化合物であることができる。このような官能基の数と
分子量または重量平均分子量の範囲で、前記化合物は、液晶層の位相差特性などを阻害せ
ずに適切な表面硬度が確保されるようにすることができる。前記化合物の官能基は、通常
、１０個以下、８個以下または６個以下の範囲内にあり得る。
【００４４】
　反応性化合物としては、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエ
リスリトール（ｐｅｎｔａｅｒｙｔｈｒｉｔｏｌ）トリ（メタ）アクリレート、ペンタエ
リスリトールテトラ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールペンタ（メタ）アク
リレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレート、トリグリセロールジ（
メタ）アクリレート、トリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレ
ングリコールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、
１、６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、グリセロールジ（メタ）アクリレー
ト、トリス［２－（アクリロイルオキシ）エチル］イソシアヌレート、ウレタンアクリレ
ート、グリセロール１、３－ジグリセロレートジ（メタ）アクリレートまたはトリ（プロ
ピレングリコール）グリセロレートジアクリレートなどのような多官能性アクリレート；
ビニル（メタ）アクリレートまたはアリル（メタ）アクリレートなどのようなアルケニル
（メタ）アクリレート；ブトキシトリエチレングリコール（メタ）アクリレートなどのよ
うなアルコキシポリアルキレングリコール（メタ）アクリレート；モノ－２－（アクリロ
イルオキシ）エチルスクシネートなどのようなコハク酸アクリロイルオキシアルキルエス
テル；３－（アクリロイルオキシ）－２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレートなど
のような（メタ）アクリロイルオキシアルキル（メタ）アクリレート；（メタ）アクリル
アミド、ジアセトン（メタ）アクリルアミド、Ｎ－［トリス（ヒドロキシメチル）メチル
］アクリルアミド、Ｎ、Ｎ－（１、２－ジヒドロキシエチレン）ビスアクリルアミド、Ｎ
、Ｎ－（１、２－ジヒドロキシエチレン）ビスアクリルアミドまたはＮ、Ｎ－メチレンビ
ス（アクリルアミド）などのような（メタ）アクリルアミドまたはその誘導体；メチル２
－アセトアミドアクリレートなどのようなアセトアミドアクリル酸アルキルエステル；１
、３、５－トリアクリロイルヘキサヒドロ－１、３、５－トリアジンまたは２、４、６－
トリアリルオキシ－１、３、５－トリアジンなどのような（メタ）アクリロイル基または
アルケニル基で置換されたトリアジン；トリス（２、３－エポキシプロピル）イソシアヌ
レートなどのようなエポキシ基で置換されたイソシアヌレート；テトラシアノエチレンオ
キシドなどのようなテトラシアノアルキレンオキシド、トリアリルベンゼントリカルボキ
シレートなどのようなアルケニル基で置換されたカルボキシレート；カプロラクトン２－
（（メタ）アクリロイルオキシ）エチルエステルなどのようなカプロラックトン（メタ）
アクリロイルオキシアルキルエステル、モノ－２－（（メタ）アクリロイルオキシ）エチ
ルマレートなどのようなマレイン酸（メタ）アクリロイルオキシアルキルエステル、１、
２、３－トリアゾール－４、５－ジカルボン酸などのような多価カルボン酸、３－アリル
オキシ－１、２－プロパンジオールなどのようなアルケニル基で置換されたアルカンジオ
ール、ビス［４－（グリシジルオキシ）フェニル］メタンなどのようなグリシジルオキシ
フェニル基で置換されたアルカン、２－ビニル－１、３－ジオキサレン（２－ｖｉｎｙｌ
－１、３－ｄｉｏｘａｌａｎｅ）などのようなアルケニル基で置換されたジオキサレン化
合物またはポリ（メラミン－ｃｏ－ホルムアルデヒド）などが例示されることができるが
、これに制限されるものではない。本明細書で用語「（メタ）アクリル」は、「アクリル
」または「メタクリル」を意味する。
【００４５】
　上記例示された反応性化合物は、任意に１つ以上の置換基で置換されていることができ
る。
　１つの例示で反応性化合物としては、多官能性アクリレートを使用することができる。
多官能性アクリレートとしては、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ジペンタエリ
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スリトールヘキサアクリレート、トリス［２－（アクリロイルオキシ）エチル］イソシア
ヌレートまたはウレタンアクリレートなどが例示されることができるが、これに制限され
るものではない。上記でウレタンアクリレートの例としては、Ｃｙｔｅｃ社で、ＥＢ１２
９０、ＵＰ１３５、ＵＰ１１１またはＵＰ１２８などの商品名として流通されている化合
物が例示されることができる。
【００４６】
　例えば、反応性化合物としては、下記化学式３または４で表示される化合物を使用する
ことができる。
【００４７】
　［化学式３］
【化３】

【００４８】
　化学式３で、Ｍは、アルキレン基またはアルキリデン基であり、Ｒ１は、水素またはア
ルキル基である。
【００４９】
　［化学式４］

【化４】

【００５０】
　化学式４で、Ｚは、酸素原子、窒素原子、硫黄原子、アルキレン基またはアルキリデン
基であり、Ｒ及びＱは、それぞれ独立に、アルキレン基またはアルキリデン基であり、Ｒ

１～Ｒ６は、それぞれ独立に、水素、ハロゲン、アルキル基、アルコキシ基、アルコキシ
カルボニル基、シアノ基、ニトロ基、（メタ）アクリロイル基または（メタ）アクリロイ
ルオキシ基であることができる。但し、化学式４で、Ｒ１～Ｒ６のうち２個以上、３個以
上、４個以上、５個以上または全部は、（メタ）アクリロイル基または（メタ）アクリロ
イルオキシ基である。
【００５１】
　化学式３のＭまたは化学式４で、Ｒ、Ｚ及びＯのアルキレン基またはアルキリデン基は
、炭素数１～２０、炭素数１～１６または炭素数３～１６の直鎖状、分岐鎖状または環形
のアルキレン基またはアルキリデン基が含まれ、上記は、任意的に１つ以上の置換体によ
って置換されていることができる。また、前記環形には、一般的な環形はもちろん、スピ
ロ（ｓｐｉｒｏ）構造または２個の環構造が互いに炭素原子を共有しながら縮合されてい
る構造などのような複合環形をも含まれる。
【００５２】
　化学式３及び４で、その他のハロゲン、アルキル基、アルコキシ基またはアルコキシカ
ルボニル基などに対する具体的な事項は、化学式１で言及した事項が同一に適用されるこ
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とができる。
【００５３】
　反応性化合物が含まれる場合、液晶物質は、多官能性重合性液晶化合物を含んでも含ま
なくてもよいが、適切な表面硬度の確保のために、多官能性重合性液晶化合物を含むこと
ができる。多官能性重合性液晶化合物を含む場合に、液晶物質内での多官能性重合性液晶
化合物の比率は、約４５重量％以上を含むことができる。多官能性重合性液晶化合物の比
率の上限は、特に制限されない。例えば、液晶物質に含まれる重合性液晶化合物は、すべ
て多官能性重合性液晶化合物であることができる。単官能性重合性液晶化合物が追加され
る場合に、液晶物質内で多官能性重合性液晶化合物の比率は、例えば、４５重量％～９０
重量％、４５重量％～８０重量％、４５重量％～７０重量％または４５重量％～６０重量
％程度であることができる。
【００５４】
　反応性化合物が含まれる場合にも、多官能性重合性液晶化合物としては、二官能重合性
液晶化合物または二官能重合性液晶化合物と三官能以上の重合性液晶化合物の混合物が使
用されることができ、三官能以上の重合性液晶化合物が使用される場合に、前記三官能以
上の重合性液晶化合物の比率は、特に制限されるものではないが、例えば、液晶物質内で
重量の比率で８重量％以上、８重量％～２０重量％、８重量％～１５重量％または１０重
量％～１５重量％の比率で使用されることができる。
【００５５】
　反応性化合物は、液晶組成物内で重合性液晶物質１００重量部に対して５重量部以下、
５重量部未満、４重量部以下または３．５重量部以下の比率で含まれることができる。反
応性非液晶性化合物の比率が過度に高ければ、液晶の配向性が劣るおそれがある。反応性
非液晶化合物の比率の下限は、特に制限されず、例えば、０．５重量部以上または１重量
部以上に含まれることができる。
【００５６】
　上記のように反応性非液晶性化合物を含むか、前記非液晶性化合物とともに多官能性重
合性液晶化合物を含む液晶組成物は、硬化した後に表面硬度が２Ｈまたは３Ｈ以上の層の
形成に適していることができ、特に前記非液晶性化合物と三官能以上の重合性液晶化合物
を含む液晶組成物は、表面硬度が３Ｈ以上の層の形成に適していることができる。
【００５７】
　液晶組成物は、前述した成分以外にも、重合性液晶組成物に要求されることができる任
意の添加剤、例えば、界面活性剤、レベリング剤、非重合性液晶化合物または重合開始剤
などや後述する帯電防止剤などを適正の比率でさらに含むことができる
【００５８】
　上記のような液晶組成物を配向させた状態で硬化させて液晶層を形成することができる
。これによって、例えば、重合性液晶化合物は、水平配向された状態で液晶層に含まれる
ことができる。１つの例示で、前記化合物は、水平配向状態に重合されて液晶層に含まれ
ていることができる。本明細書で用語「水平配向」は、液晶化合物を含む液晶層の光軸が
液晶層の平面に対して約０度～約２５度、約０度～約１５度、約０度～約１０度、約０度
～約５度または約０度の傾斜角を有する場合を意味することができる。
【００５９】
　１つの例示で、液晶層は、面内遅相軸方向の屈折率と面内進相軸方向の屈折率の差が０
．０５～０．２、０．０７～０．２、０．０９～０．２または０．１～０．２の範囲であ
ることができる。面内遅相軸方向の屈折率は、液晶層の平面で最も高い屈折率を示す方向
の屈折率を意味し、進相軸方向の屈折率は、液晶層の平面上で最も低い屈折率を示す方向
の屈折率を意味することができる。通常、光学異方性の液晶層で進相軸と遅相軸は互いに
垂直する方向に形成されている。前記それぞれの屈折率は、５５０ｎｍまたは５８９ｎｍ
の波長の光に対して測定した屈折率であることができる。前記屈折率の差は、例えば、Ａ
ｘｏｍａｔｒｉｘ社のＡｘｏｓｃａｎを利用して製造社のマニュアルによって測定するこ
とができる。液晶層は、また、厚さが約０．５μｍ～２．０μｍまたは約０．５μｍ～１
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．５μｍであることができる。前記屈折率の関係と厚さを有する液晶層は、適用される用
途、例えばディスプレイ装置の最外郭などへの適用に適した位相遅延特性を具現すること
ができる。
【００６０】
　液晶層は、必要な場合に後述するような面抵抗範囲への調節のために帯電防止剤をさら
に含むことができる。このような帯電防止剤は、例えば、前記液晶組成物に導入されて液
晶層に含まれることができる。帯電防止剤としては、液晶層を構成する他の成分と適切な
相溶性を示す限り、特別な制限なしに多様な種類が使用されることができる。
【００６１】
　例えば、帯電防止剤としては、適切な無機塩または有機塩などが使用されることができ
る。
　無機塩に含まれる陽イオンは、アルカリ金属陽イオンまたはアルカリ土金属陽イオンで
あることができる。この場合、前記陽イオンの具体的な例としては、リチウムイオン（Ｌ
ｉ＋）、ナトリウムイオン（Ｎａ＋）、カリウムイオン（Ｋ＋）、ルビジウムイオン（Ｒ
ｂ＋）、セシウムイオン（Ｃｓ＋）、ベリリウムイオン（Ｂｅ２＋）、マグネシウムイオ
ン（Ｍｇ２＋）、カルシウムイオン（Ｃａ２＋）、ストロンチウムイオン（Ｓｒ２＋）及
びバリウムイオン（Ｂａ２＋）などの一種または二種以上が挙げられ、好ましくは、リチ
ウムイオン（Ｌｉ＋）、ナトリウムイオン（Ｎａ＋）、カリウムイオン（Ｋ＋）、セシウ
ムイオン（Ｃｓ＋）、ベリリウムイオン（Ｂｅ２＋）、マグネシウムイオン（Ｍｇ２＋）
、カルシウムイオン（Ｃａ２＋）及びバリウムイオン（Ｂａ２＋）の一種または二種以上
を使用することができ、イオン安定性移動性の側面から、リチウムイオン（Ｌｉ＋）を使
用することができるが、これに制限されるものではない。
【００６２】
　有機塩は、オニウム（ｏｎｉｕｍ）陽イオンを含むことができる。本明細書で使用する
用語「オニウム陽イオン」は、少なくとも一部の電荷が窒素（Ｎ）、リン（Ｐ）及び硫黄
（Ｓ）よりなる群から選択された１つ以上の原子に偏在されている正（＋）に荷電された
イオンを意味することができる。本出願で前記オニウム陽イオンは、環形または非環形化
合物であることができ、環形化合物の場合、芳香族の飽和または不飽和化合物であること
ができる。また、上記で環形化合物の場合、窒素、リンまたは硫黄原子以外のヘテロ原子
（例えば、酸素）を１つ以上含有することができる。また、前記環形または非環形化合物
は、任意に水素、ハロゲン、アルキルまたはアリールなどの置換体によって置換されてい
ることができる。また、前記非環形化合物の場合、１つ以上、好ましくは、４つ以上の置
換体を含むことができ、この際、前記置換体は、環形または非環形置換体、芳香族または
非芳香族置換体であることができる。
【００６３】
　一態様で、前記オニウム陽イオンは、窒素原子を含有することができ、例えば、アンモ
ニウムイオンであることができる。この際、前記アンモニウムイオンは、４級アンモニウ
ムイオンまたは芳香族アンモニウムイオンであることができる。アンモニウムイオンの例
としては、Ｎ－エチル－Ｎ、Ｎ－ジメチル－Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウムイ
オン、Ｎ、Ｎ－ジエチル－Ｎ－メチル－Ｎ－（２－メトキシエチル）アンモニウムイオン
、Ｎ－エチル－Ｎ、Ｎ－ジメチル－Ｎ－プロピルアンモニウムイオン、Ｎ－メチル－Ｎ、
Ｎ、Ｎ－トリオクチルアンモニウムイオン、Ｎ、Ｎ、Ｎ－トリメチル－Ｎ－プロピルアン
モニウムイオン、テトラブチルアンモニウムイオン、テトラメチルアンモニウムイオン、
テトラヘキシルアンモニウムイオン、Ｎ－メチル－Ｎ、Ｎ、Ｎ－トリブチルアンモニウム
イオンなどが例示されることができるが、これに制限されるものではない。
【００６４】
　芳香族アンモニウムイオンの例としては、ピリジニウム、ピリダジニウム、ピリミジニ
ウム、ピラジニウム、イミダゾリウム、ピラゾリウム、チアゾリウム、オキサゾリウム及
びトリアゾリウムよりなる群から選択された１つ以上が挙げられ、例えば、炭素数４～１
６のアルキル基で置換されたＮ－アルキルピリジニウム；炭素数２～１０のアルキル基で
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置換された１、３－アルキルメチルイミダゾリウム；及び炭素数２～１０のアルキル基で
置換された１、２－ジメチル－３－アルキルイミダゾリウムなどの一種または二種以上で
あることができるが、これに制限されるものではない。
【００６５】
　帯電防止剤において上記のような陽イオンを含む無機塩または有機塩に含まれる陰イオ
ンの例としては、フルオライド（Ｆ－）、クロライド（Ｃｌ－）、ブロマイド（Ｂｒ－）
、ヨーダイド（Ｉ－）、ペルクロレート（ＣｌＯ４

－）、ヒドロキシド（ＯＨ－）、カー
ボネート（ＣＯ３

２－）、ニトレート（ＮＯ３
－）、スルホネート（ＳＯ４

－）、メチル
ベンゼンスルホネート（ＣＨ３（Ｃ６Ｈ４）ＳＯ３

－）、ｐ－トルエンスルホネート（Ｃ
Ｈ３Ｃ６Ｈ４ＳＯ３

－）、カルボキシベンゼンスルホネート（ＣＯＯＨ（Ｃ６Ｈ４）ＳＯ

３
－）、トリフロロメタンスルホネート（ＣＦ３ＳＯ２－）、ベンゾエート（Ｃ６Ｈ５Ｃ

ＯＯ－）、アセテート（ＣＨ３ＣＯＯ－）、トリフロロアセテート（ＣＦ３ＣＯＯ－）、
テトラフルオロボレート（ＢＦ４

－）、テトラベンジルボレート（Ｂ（Ｃ６Ｈ５）４
－）

、ヘキサフルオロホスフェート（ＰＦ６
－）、トリスペンタフルオロエチルトリフルオロ

ホスフェート（Ｐ（Ｃ２Ｆ５）３Ｆ３
－）、ビストリフルオロメタンスルホンイミド（Ｎ

（ＳＯ２ＣＦ３）２
－）、ビスペンタフルオロエタンスルホンイミド（Ｎ（ＳＯＣ２Ｆ５

）２
－）、ビスペンタフルオロエタンカルボニルイミド（Ｎ（ＣＯＣ２Ｆ５）２

－）、ビ
スペルフルオロブタンスルホンイミド（Ｎ（ＳＯ２Ｃ４Ｆ９）２

－）、ビスペルフルオロ
ブタンカルボニルイミド（Ｎ（ＣＯＣ４Ｆ９）２

－）、トリストリフルオロメタンスルホ
ニルメチド（Ｃ（ＳＯ２ＣＦ３）３

－）、およびトリストリフルオロメタンカルボニルメ
チド（Ｃ（ＳＯ２ＣＦ３）３

－）よりなる群から選択される１つ以上があるが、これに制
限されるものではない。このうち電子求引（ｅｌｅｃｔｒｏｎ　ｗｉｔｈｄｒａｗｉｎｇ
）の役目を良好に行うことができ、疎水性が良好なフッ素が置換されているものが、イオ
ン安定性を高めるので、イミド系陰イオンを使用することができる。
【００６６】
　帯電防止剤の液晶層内での比率は、特に制限されず、液晶層の光学特性と後述する面抵
抗の範囲を考慮して適切に選択されることができる。
【００６７】
　光学フィルムは、基材層をさらに含むことができる。光学フィルムは、また、基材層と
前記基材層上の配向膜をさらに含むことができ、液晶層は、前記配向膜上に存在すること
ができる。基材層は、単層または多層構造であることができる。図１は、基材層１０、配
向膜２０及び前記液晶層３０を含む光学フィルムを例示的に示す図である。
【００６８】
　基材層としては、例えば、ガラス基材層またはプラスチック基材層を使用することがで
きる。プラスチック基材層としては、ＴＡＣ（ｔｒｉａｃｅｔｙｌ　ｃｅｌｌｕｌｏｓｅ
）またはＤＡＣ（ｄｉａｃｅｔｙｌ　ｃｅｌｌｕｌｏｓｅ）などのようなセルロース樹脂
；ノルボルネン誘導体などのＣＯＰ（ｃｙｃｌｏ　ｏｌｅｆｉｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ）；Ｐ
ＭＭＡ（ｐｏｌｙ（ｍｅｔｈｙｌ　ｍｅｔｈａｃｒｙｌａｔｅ））などのアクリル樹脂；
ＰＣ（ｐｏｌｙｃａｒｂｏｎａｔｅ）；ＰＥ（ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅ）またはＰＰ（
ｐｏｌｙｐｒｏｐｙｌｅｎｅ）などのポリオレフイン；ＰＶＡ（ｐｏｌｙｖｉｎｙｌ　ａ
ｌｃｏｈｏｌ）；ＰＥＳ（ｐｏｌｙ　ｅｔｈｅｒ　ｓｕｌｆｏｎｅ）；ＰＥＥＫ（ｐｏｌ
ｙｅｔｈｅｒｅｔｈｅｒｋｅｔｏｎ）；ＰＥＩ（ｐｏｌｙ　ｅｔｈｅｒ　ｉｍｉｄｅ）；
ＰＥＮ（ｐｏｌｙｅｔｈｙｌｅｎｅｍａｐｈｔｈａｔｌａｔｅ）；ＰＥＴ（ｐｏｌｙｅｔ
ｈｙｌｅｎｅｔｅｒｅｐｈｔａｌａｔｅ）などのポリエステル；ＰＩ（ｐｏｌｙｉｍｉｄ
ｅ）；ＰＳＦ（ｐｏｌｙｓｕｌｆｏｎｅ）；またはフッ素樹脂などを含むシートまたはフ
ィルムが例示されることができる。
【００６９】
　基材層、例えば、プラスチック基材層は、前記液晶層に比べて低い屈折率を有すること
ができる。例示的な基材層の屈折率は、約１．３３～約１．５３の範囲である。基材層が
液晶層に比べて低い屈折率を有する場合、例えば、輝度向上、反射防止及びコントラスト



(13) JP 6089348 B2 2017.3.8

10

20

30

40

50

特性向上などに有利である。
【００７０】
　基材層の厚さは、特に制限されず、目的とする用途によって適切に調節されることがで
きる。
　光学フィルムは、基材層と液晶層との間に配向膜をさらに含むことができる。配向膜は
、光学フィルムの形成過程で液晶化合物を配向させる役目をする層であることができる。
配向膜としては、この分野で公知されている通常の配向膜、例えば、インプリンティング
（ｉｍｐｒｉｎｔｉｎｇ）方式で形成された配向膜、光配向膜またはラビング配向膜など
が使用されることができる。前記配向膜は、任意的な構成であり、場合によって、基材層
を直接ラビングするか、延伸する方式で配向膜なしに配向性を付与してもよい。
【００７１】
　必要な場合に後述する面抵抗の調節を考慮して前記配向膜に帯電防止剤が含まれている
ことができる。このような場合、含まれる帯電防止剤の種類は、特に制限されず、例えば
、前述した液晶層に含まれる種類が適用されることができ、その比率も、配向膜の配向性
を妨害しない範囲内で適切に選択されることができる。
【００７２】
　光学フィルムは、必要な場合に面抵抗の調節のための帯電防止層をさらに含むことがで
きる。このような帯電防止層は、例えば、液晶層の上部または前記基材層の上部または下
部に存在することができる。例えば、図１を参照すれば、前記帯電防止層は、基材層１０
と配向膜２０の間、または配向膜２０が形成されていない基材層１０の一面または液晶層
３０の上部などに存在することができる。帯電防止層を形成する方法は、特に制限されず
、例えば、硬化性樹脂と帯電防止剤を含む組成物をコーティングして硬化させるか、ある
いは帯電防止剤を所望の場所に蒸着させて形成することができる。
【００７３】
　上記で硬化性樹脂としては、アクリル樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、フェノール
樹脂またはポリエステル樹脂などの通常の樹脂を使用することができ、工程便宜性などを
考慮して紫外線硬化性アクリルバインダー樹脂などを使用することができる。
【００７４】
　また、帯電防止層の形成時に使用される帯電防止剤の種類は、特に制限されず、例えば
、前述した無機塩または有機塩を使用するか、あるいは他の伝導性物質をも使用すること
ができる。
【００７５】
　前記他の伝導性物質としては、ＩＴＯ（ｔｉｎ－ｄｏｐｅｄ　ｉｎｄｉｕｍ　ｏｘｉｄ
ｅ）、ＡＺＯ（ａｎｔｉｍｏｎｙ－ｄｏｐｅｄ　ｚｉｎｃ　ｏｘｉｄｅ）、ＡＴＯ（ａｎ
ｔｉｍｏｎｙ－ｄｏｐｅｄ　ｔｉｎ　ｏｘｉｄｅ）、ＳｎＯ、ＲｕＯ２、ＩｒＯ２、金、
銀、ニッケル、銅及びパラジウムなどの金属、金属酸化物または合金物質；またはポリア
ニリン、ポリアセチレン、ポリピロール、ポリチオフェン、ポリパラフェニレン（ｐｏｌ
ｙｐａｒａｐｈｅｎｙｌｅｎｅ）、ポリジエニレン（ｐｏｌｙｄｉｅｎｙｌｅｎｅ）、ポ
リフェニレンビニレン（ｐｏｌｙｐｈｅｎｙｌｅｎｅ　ｖｉｎｙｌｅｎｅ）、ポリフェニ
レンスルフィド（ｐｏｌｙｐｈｅｎｙｌｅｎｅ　ｓｕｌｆｉｄｅ）またはポリサルファー
ニトリド（ｐｏｌｙｓｕｌｆｕｒｎｉｔｒｉｄｅ）などの伝導性高分子などが例示される
ことができる。伝導性物質として、高分子などで構成されるコア（ｃｏｒｅ）の表面に前
述した金属、金属酸化物または合金物質などが蒸着されてシェル（ｓｈｅｌｌ）を形成し
ている伝導性物質を使用してもよい。
【００７６】
　帯電防止層の形成時に前記樹脂と帯電防止剤の配合の比率や厚さなどは、特に制限され
ず、目的とする面抵抗などを考慮して公知の方式が適用されることができる。
【００７７】
　光学フィルムは、偏光層をさらに含むことができる。このような偏光層は、例えば前記
視認側に偏光層が必要なディスプレイ装置に前記光学フィルムが適用された場合に前記視
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認側偏光層の役目をすることができる。
【００７８】
　偏光層は、液晶層の上部または下部に配置されることができ、図２は、例示的な光学フ
ィルムの構造として偏光層４０が液晶層３０の上部に配置された場合を示す。
【００７９】
　偏光層は、様々な方向に振動する入射光から一方の方向に振動する光を抽出することが
できる機能性層であり、その種類は、上記のような機能を行う限り、特に制限されない。
偏光層としては、例えば、ＰＶＡ（ｐｏｌｙ（ｖｉｎｙｌ　ａｌｃｏｈｏｌ））偏光子の
ような通常の偏光子を使用することができる。あるいは、他の例示で、偏光層としては、
リオトロピック液晶（ＬＬＣ；Ｌｙｏｔｒｏｐｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）の
配向された層であるか、重合性液晶化合物と二色性染料を含む液晶組成物の配向されたコ
ーティング層であってもよい。必要な場合に、このような偏光層は、適切な粘着剤または
接着剤などによって前記液晶層または基材層に付着していてもよい。
【００８０】
　偏光層が含まれる場合に、前記偏光層の吸収軸と前記液晶層の光軸との成す角度は、約
４０度～５０度、約４２度～約４８度または約４５度となるように配置されていることが
好ましい。このような範囲で、光学フィルムが目的とする特性を適切に示すことができる
。
【００８１】
　光学フィルムは、面抵抗が、例えば、１０１２Ω以下、１０１１Ω以下、１０１０Ω以
下または１０９Ω以下程度であることができる。通常、液晶層を含む光学フィルムは、面
抵抗が１０１３Ω程度と高く形成され、このような範囲の表面抵抗を有するフィルムが最
外郭などに配置される場合に、静電気に脆弱な特性に起因して製品に損傷を与えるおそれ
がある。これによって、前記光学フィルムでは、前述した範囲の面抵抗を有するように調
節されることができ、このために、前述した帯電防止剤または帯電防止層が使用されるこ
とができる。
【００８２】
　前述した範囲の面抵抗の確保のために、光学フィルムは、多様な構造を有することがで
きる。例えば、図１を参照すれば、光学フィルムは、図１で、液晶層３０及び／または配
向膜２０に帯電防止剤が添加された構造、配向膜２０と基材層１０との間に帯電防止層が
形成された構造、配向膜２０と基材層１０との間に帯電防止層が形成されると同時に、液
晶層３０及び／または配向膜２０に帯電防止剤が添加された構造を有することができる。
【００８３】
　上記で光学フィルムの面抵抗の下限は、特に制限されず、例えば、１０７Ω以上または
１０８Ω以上の範囲で面抵抗が決定されることができる。
【００８４】
　このような光学フィルムは、特別な制限なしに公知の方式で製造することができる。例
えば、光学フィルムの液晶層は、基材層上に配向膜を形成し、前記配向膜上に液晶層を形
成することができる液晶コーティング液を塗布し、液晶コーティング液を配向させた状態
で前記コーティング液を重合させて形成することができる。上記で液晶コーティング液は
、上述した重合性液晶化合物、反応性化合物及び／または帯電防止剤などを上述した比率
範囲で配合し、必要な場合に重合開始剤などのその他添加剤を配合して製造することがで
き、このような液晶コーティング液の製造方法は、業界に公知されている。
【００８５】
　また、前記帯電防止層は、上述した樹脂と帯電防止剤を含むコーティング液をコーティ
ング及び硬化させて形成するか、あるいは帯電防止剤を目的とする部位に蒸着させて形成
することができる。
【００８６】
　配向膜は、例えば、基材層にポリイミドなどの高分子膜を形成し、ラビング処理するか
、光配向性化合物をコーティングし、直線偏光の照射などを通じて配向処理する方式また
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はナノインプリンティング方式などのようなインプリンティング方式で形成することがで
きる。この分野では、目的とする配向方向を考慮して、配向膜を形成する多様な方式が公
知されている。配向膜は、例えば別途の層の形成がなしに基材層を単純にラビングする方
式で形成してもよい。
【００８７】
　上記のような方式で液晶層を形成した後、必要な場合に偏光層を公知の方式でさらに付
着または形成してもよい。
【００８８】
　本出願は、また、前記光学フィルムを含むディスプレイ装置に関する。上記で光学フィ
ルムは、例えば、ディスプレイ装置の最外郭に配置されることができる。例えば、前記デ
ィスプレイ装置が視認側に配置された偏光層を含むディスプレイ装置なら、前記光学フィ
ルムは、前記偏光層の外側、すなわち観測者側に配置されることができる。
【００８９】
　前記光学フィルムが適用されるディスプレイ装置は、特に制限されず、例えば、ＶＡ、
ＩＰＳ、ＴＮ及びＯＣＢモードを含む多様なＬＣＤやＯＬＥＤなどに適用されることがで
きる。
【００９０】
　光学フィルムがディスプレイ装置に適用される位置及び／または適用方式は、特に制限
されず、公知の方式が適用されることができる。
【００９１】
　例えば、ＬＣＤは、通常、順次配置されたバックライト、内部偏光板、液晶パネル及び
視認側偏光板を含み、前記光学フィルムは、上記構造で視認側偏光板の外側に配置される
ことができる。
【００９２】
　また、ＯＬＥＤは、通常、有機発光素子の外側に反射防止などを目的でＱＷＰ（Ｑｕａ
ｒｔｅｒ　Ｗａｖｅ　Ｐｌａｔｅ）などのような光学フィルムと偏光板が順次配置され、
前記光学フィルムは、前記偏光板の外側に配置されることができる。
【００９３】
　したがって、例えば、前記ディスプレイ装置は、液晶パネルまたは有機発光素子を含み
、前記液晶パネルまたは有機発光素子の外側に配置された偏光層をさらに含み、前記光学
フィルムが前記偏光層の外側に配置されていることができる。
【００９４】
　前記光学フィルムの用途は、上記に制限されず、例えば、偏光板の保護フィルムや、多
様なモードのＬＣＤまたはＯＬＥＤなどでの位相差フィルム、視野角補償フィルムまたは
輝度向上フィルムなどに使用されることができる。
【発明の効果】
【００９５】
　本出願の光学フィルムは、例えば、液晶ディスプレイまたは有機発光ディスプレイなど
のようなディスプレイ装置の最外角または偏光層を視認側に含むディスプレイの前記偏光
層の外側に配置されることができる。このように配置された前記フィルムは、例えば、観
測者が偏光サングラスなどを着用して画面を観察する場合に発生し得る輝度の低下などの
問題を解決することができる。前記光学フィルムは、上記用途に適した硬度を示すことが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００９６】
【図１】例示的な光学フィルムの模式図である。
【図２】例示的な光学フィルムの模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００９７】
　以下、実施例及び比較例を通じて前記光学フィルムを具体的に説明するが、本出願の範
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【００９８】
　１．表面硬度の測定
　実施例及び比較例で形成された液晶層の表面硬度は、ＡＳＴＭ　Ｄ３３６３によって５
００ｇの鉛筆荷重と２５０ｍｍ／ｍｉｎの鉛筆移動速度で測定した。
【００９９】
　２．位相差の測定
　位相差は、５５０ｎｍまたは５８９ｎｍの波長の光を使用して測定する。１６個のミュ
ラーマトリクス（Ｍｕｌｌｅｒ　Ｍａｔｒｉｘ）を測定することができる装備であるＡｘ
ｏｓｃａｎ（Ａｘｏｍａｔｒｉｃｓ社製）を使用して、製造社のマニュアルによって位相
差フィルムの１６個のミュラーマトリクスを測定し、これを通じて位相差を抽出する。
【０１００】
　３．面抵抗の測定
　面抵抗は、面抵抗測定器（ＨＩＲＥＳＴＡ－ＵＰ（ＭＣＰ－ＨＴ４５０）、Ｍｉｔｓｕ
ｂｉｓｈｉＣｈｅｍｉｃａｌ社製）を利用して製造社のマニュアルによって測定した。
【０１０１】
　４．配向性評価
　実施例及び比較例での液晶の配向性は、液晶層を光吸収軸が互いに垂直となるように配
置された２枚の偏光子の間に位置させ、光を一側面に照射しながら、液晶フィルムによっ
て発現される位相差及びその均一度を観察して評価した。
【０１０２】
　本実施例及び比較例で使用した重合性液晶化合物と反応性非液晶性化合物の構造は、下
記の通りである。
【０１０３】
　＜重合性液晶化合物＞
　［化学式Ｂ］
【化５】

【０１０４】
　［化学式Ｄ］

【化６】

【０１０５】
　［化学式Ｇ］
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【化７】

【０１０６】
　＜反応性非液晶性化合物＞
　［化学式Ｊ］
【化８】

【０１０７】
　［化学式Ｋ］
【化９】

【０１０８】
　実施例１～４及び比較例１～４
　光反応性重合体である５－ノルボルネン－２－メチル－（４－メトキシシンナーメイト
）２０ｇ、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート２０ｇ及び光開始剤（Ｉｒｇａｃ
ｕｒｅ　ＯＸＥ０２、Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙ社製（スイス））５ｇをシクロペンタノン９
８０ｇに溶解させて配向膜を形成するための塗工液を製造し、前記塗工液をＴＡＣ（Ｔｒ
ｉａｃｅｔｙｌ　ｃｅｌｌｕｌｏｓｅ）フィルム上に乾燥後の厚さが約１，０００Åとな
るように塗布した後、７０℃の乾燥オーブンで２分間熱風乾燥させて膜を形成した。次い
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で、膜が形成されたＴＡＣフィルムを一方向に移動させながら、高圧水銀ランプ（８０ｗ
／ｃｍ）を光源として使用して、ワイヤグリッド偏光板（Ｍｏｘｔｅｋ社製）を介して直
線偏光された紫外線を照射しながら３ｍ／分の速度で１回露光させて配向性を付与した。
【０１０９】
　その後、それぞれ下記表１に示された組成で重合性液晶化合物を配合し、場合によって
反応性非液晶性化合物をさらに配合して製造した混合物９５重量部に光開始剤（Ｉｒｇａ
ｃｕｒｅ９０７、Ｃｉｂａ－Ｇｅｉｇｙ社製（スイス））５重量部を配合した混合物を固
形分が約２５重量％となるようにトルエンに溶解させて液晶層形成のための塗工液を製造
した。その後、塗工液を前記配向膜上に乾燥後の厚さが約１μｍとなるように塗布し、６
０℃の乾燥オーブンで２分間熱風乾燥させた。その後、高圧水銀ランプ（８０ｗ／ｃｍ）
で紫外線３００ｍＪ／ｃｍ２を照射して硬化させることによって、液晶層を形成して光学
フィルムを製造した。
【０１１０】
【表１】

【０１１１】
　実施例及び比較例に対する物性評価結果は、下記表２に整理した。
【０１１２】
【表２】

【０１１３】
　実施例５
　重合性液晶化合物と反応性非液晶性化合物の混合物に帯電防止剤（Ｍｅｔｈａｃｒｏｙ
ｌｃｈｏｌｉｎｅ　Ｃｈｌｏｒｉｄｅ、ＴＣＩ社製）を３重量％の濃度となるように添加
して使用したことを除いて、実施例１と同一の過程を経て光学フィルムを形成した。
【０１１４】
　実施例６
　ＴＡＣフィルムの代わりに、一面にＴＤＡ社の伝導性高分子（ＡｅｄｏｔｒｏｎＴＭ）
でコーティング層を形成したＣＯＰ（Ｃｙｃｌｏｏｌｅｆｉｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ）フィル
ムを使用したことを除いて、実施例１と同一の過程を経て光学フィルムを形成した。
【０１１５】
　実施例７
　ＴＡＣフィルムの代わりに、一面にＴＤＡ社の伝導性高分子（ＡｅｄｏｔｒｏｎＴＭ）
でコーティング層を形成したＣＯＰ（Ｃｙｃｌｏｏｌｅｆｉｎ　ｐｏｌｙｍｅｒ）フィル
ムを使用したことを除いて、実施例５と同一の過程を経て光学フィルムを形成した。
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　実施例８
　配向膜用塗工液の製造時にＴＤＡ社の伝導性高分子（ＡｅｄｏｔｒｏｎＴＭ）を約１０
重量％の比率で添加した塗工液を使用したことを除いて、実施例５と同一過程を経て光学
フィルムを製作した。
【０１１７】
　実施例５～８に対する面抵抗測定結果を下記表３に整理して記載した。
【０１１８】
【表３】

【０１１９】
　試験例
　実施例１～８、比較例１及び２で製作された光学フィルムを通常のＬＣＤの視認側偏光
板の上部に前記視認側偏光板の吸収軸と液晶層の光軸（遅相軸）が約４５度を成すように
配置し、ＬＣＤを駆動させながら、一般的な偏光メガネの裏面に輝度計を位置させ、輝度
を測定した結果、実施例の光学フィルムが位置した場合に、偏光メガネの偏光軸の変化に
よって有意な輝度の変化が観察されなかった。比較例１及び２の場合にも、初期には、実
施例の場合と類似する結果が得られたが、使用過程でスクラッチなどの損傷が容易に誘発
され、性能が経時的に大きく劣化することを確認した。
【符号の説明】
【０１２０】
４０  偏光層
３０  液晶層
２０  配向膜
１０  基材層
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